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平成 29年 6月 29日 

（一財）マルチメディア振興センター 

 

 

Ｌアラートサービス利用規約の改正について 

 

 

１. 改正内容 

 

別紙の通り 

 

２. 改正予定日 

 

平成 29年 6月 30日 

 

３. 施行予定日 

 

平成 29年 7月 30日 

 

以上



別紙 
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表１ Ｌアラートサービス利用規約の改正内容 

 理由 対処 現行 改定後 

1.  情報発信者と情報伝達者間の円滑

な連絡体制の構築を意図し、第 10

条第 2項を追加したが、「サービス利

用者等」と表現したため協力事業者

と特別利用者が含まれていた。 

 「サービス利用者等」の表現を「サ

ービス利用者」に変更し、協力事

業者と特別利用者を対象から外

す。 

（サービス利用者等の公開） 

第 10 条 …… 

2 財団は、サービス利用者等の利用責任者もしく

は利用責任者が別に定める部署名及び連絡先

を利用責任者の同意を得た上で公共情報コモン

ズ wiki に掲載し、サービス利用者等に公開しま

す。なお、公開に同意しない者に対しては他のサ

ービス利用者等の部署名及び連絡先を公開しな

いものとします。 

（サービス利用者等の公開） 

第 10 条 …… 

2 財団は、サービス利用者の利用責任者もしくは

利用責任者が別に定める部署名及び連絡先を

利用責任者の同意を得た上で公共情報コモンズ

wiki に掲載し、サービス利用者に公開します。な

お、公開に同意しない者に対しては他のサービ

ス利用者の部署名及び連絡先を公開しないもの

とします。 

2.  第 2 条の情報発信者の定義には官

公庁が含まれているが、取り扱う情

報種別及びデータフォーマットに関

する細則表１に記載がない。 

 規約第 2 条（4）の記述を修正した

上で、細則表 1 の「お知らせ」の記

載を変更する。 

（用語の定義） 

第 2 条 

（4） 情報発信者 

災害等公共情報を保有し、Ｌアラートに向けてその

情報を発信する者。地方公共団体、災害等公共情

報を発信する官公庁、団体、公共サービスを提供す

る民間事業者等。 

（用語の定義） 

第 2 条 

（4） 情報発信者 

災害等公共情報を保有し、Ｌアラートに向けてその

情報を発信する者。地方公共団体、災害等公共情

報を発信する官公庁（以下「官公庁」といいます）、団

体、公共サービスを提供する民間事業者等。 

表 1：情報種別 

項目 内容 発信者の条件 分類 

お知らせ  災害時及び平時に地方公

共団体やライフライン事業

者、鉄道事業者等が発する

お知らせ情報  

地方公共団

体、ラインフラ

イン事業者 

基本  

 

表 1 情報種別 

項目 内容 発信者の条件 分類 

お知らせ  災害時及び平時に地方公

共団体、官公庁、ライフラ

イン事業者、鉄道事業者

等が発するお知らせ情報  

地方公共団

体、官公庁、ラ

インフライン事

業者、鉄道事

業者等 

基本  

 

 


